
別紙

Ⅰ．事業評価総括表 （令和５年度）

　（備考）事業が二つ以上の場合は必要に応じ欄を設けること。

（単位：円）

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名

又は間接交付金事業者名
交付金事業

に要した経費
交付金充当額 備 考

1
公共用施設に係る
整備、維持補修又
は維持運営等措置

旭・川上地域社会体育施設
トイレ改修事業

萩市 6,490,000 5,537,000



Ⅱ．事業評価個表（令和５年度）
番号 措置名 交付金事業の名称

1
公共用施設に係る整備、維持補
修又は維持運営等措置

旭・川上地域社会体育施設トイレ改修事業

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 萩市
交付金事業実施場所 萩市川上、萩市大字明木、萩市大字佐々並

交付金事業の概要

　「川上体育館」は地域団体のスポーツ活動（ソフトバレーボール、バドミントン）や一般のスポーツイ
ベント、小学校の体育活動（屋内運動場）、地域外の小学校のスポーツ少年団の大会・練習等に利用され
ている施設、「旭イベント広場」は地域団体の高齢者のスポーツ活動（グラウンドゴルフ）、地域内外の
小中学生のスポーツ団体、至誠館大学、企業などのクラブ活動（野球）等に利用されている施設、「旭健
康増進センター」は地域団体のスポーツ活動（ソフトバレーボール）、地域内外の小学校のスポーツ少年
団（剣道、バレー、卓球）、中学生の部活動（バドミントン）等に利用されている施設、「旭山村広場」
は地域団体の高齢者のスポーツ活動（グラウンドゴルフ）、地域内外の一般のスポーツイベント（サッ
カー）等に利用されている施設です。

　幅広い年齢層の様々な方がスポーツ活動に利用されている４つの施設には現在、利用者のためのトイレ
（和式便座が主流）が備わっていますが、設備の老朽化が進んでいることに加えて、家庭や公共施設で洋
式便座が普及し、施設を利用する児童等が慣れない和式便器の使用を控えてしまうことや、高齢者にとっ
ては足腰にとても負担がかかってしまう等、利便性に欠ける状況となっています。
　上記の問題を解消し、今後もより多くの方に安心して施設を利用していただくため、４つの施設のトイ
レを整備（和式便座を一部洋式便座へ改修）し、施設利用者の利便性の向上を目指します。
※旭健康増進センターにおいては、利用者からの要望により、女性用の既存の洋式便器（1基）の便座を
温水洗浄便座へ改修も実施します。
※旭山村広場トイレにおいては、扉や壁等の下部分の損傷が激しく、再利用が困難なため、既存のトイレ
ブースを撤去し、トイレブースを新設します（その他のトイレブースは既存の扉を活用し、外開きに変
更）。

交付金事業に関係する
市町の主要政策・施策
とその目標

◆第２期萩市総合戦略（令和２年～６年度）
　第４章　具体的な施策展開
　　Ⅵ生活基盤の充実した住みよいまちづくり
　　　③持続可能で快適な環境づくり
      　・公共施設等の維持管理
　　　④防災体制の強化
　　　　・避難所機能、防災設備の充実
　　Ⅶだれからも愛されるまち、求められるまちづくり
　　　③市民一人ひとりが輝くまちづくり
　　　　・スポーツイベントの開催、生涯スポーツの普及



2,200,000株式会社サンワ
旭イベント広場・旭健康増進センター

トイレ改修

事業開始年度 令和５年度 事業終了（予定）年度 令和５年度
事業期間の設定理由 ―

交付金事業の成果目標
及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和６年度

本事業を実施したことによ
る旭・川上地域内の社会体
育施設の利用満足度100％

施工後１年間の利用者に対
して実施するアンケート等
で満足と回答した人の割合
により判断

成果実績 ％

目標値 ％ 100%

達成度 ％ 0

評価年度の設定理由
施工後１年間の利用者への満足度調査により評価するため

交付金事業の定性的な成果及び評価等
―

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

交付金事業の活動指標
及び活動実績

活動指標 単位 令和５年度 年度 年度

旭・川上地域社会体育施設トイ
レ改修工事

活動実績 基 12
活動見込 基 12
達成度 ％ 100%

交付金事業の総事業費等 令和５年度 年度 年度 備考
総事業費 6,490,000

交付金充当額 5,537,000
うち文部科学省分

有限会社西日本工業 1,100,000

うち経済産業省分 5,537,000
交付金事業の契約の概要

旭山村広場トイレ改修 指名競争入札 有限会社山根建築 3,190,000

契約の目的 契約の方法等 契約の相手方 契約金額
川上体育館トイレ改修 随意契約（見積合わせ）

指名競争入札

交付金事業の担当課室 萩市商工観光部商工振興課
交付金事業の評価課室 萩市商工観光部商工振興課

計


